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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第98期

第２四半期連結
累計期間

第99期
第２四半期連結
累計期間

第98期
第２四半期連結
会計期間

第99期
第２四半期連結
会計期間

第98期

会計期間

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
１月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高（百万円） 75,853 78,474 39,227 39,833 153,779

経常利益（百万円） 10,017 10,510 5,205 4,960 20,941

四半期（当期）純利益（百万円） 5,588 5,835 2,993 2,496 13,133

純資産額（百万円） － － 118,396 125,186 125,027

総資産額（百万円） － － 169,040 174,314 173,847

１株当たり純資産額（円） － － 412.07 451.73 437.17

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
22.15 23.58 11.86 10.21 52.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 61.5 63.3 63.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
13,867 13,064 － － 24,843

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△5,766 △4,923 － － △10,155

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,132 △6,196 － － △4,117

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 19,252 24,548 22,689

従業員数（人） － － 2,557 2,563 2,533

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 2,563 

　  （注）従業員数は就業人員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 934　

　　（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

　基礎化学品事業 9,184 －

　アクリル製品事業 14,829 －

　機能製品事業 3,874 －

　樹脂加工製品事業 6,531 －

合計 34,419 －

　　 （注）１　その他の事業につきましては、主としてサービス業ですので記載しておりません。

　　　　　 ２　金額は、販売価格により算出しております。

           ３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注状況

　当社および各社は受注生産はほとんど行わず、主として見込み生産であります。

(3）販売実績

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

　基礎化学品事業 13,303 －

　アクリル製品事業 14,943 －

　機能製品事業 4,024 －

　樹脂加工製品事業 6,658 －

　その他の事業　 904 －

合計 39,833 －

　（注）１　総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）災害による影響について

　当社グループの生産拠点は、主に東海地区に立地しており、東海地震等の震災が発生した場合、操業の停止をはじ

めとした多くの損害が予想され、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。

　また、平成23年３月11日に発生した東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故に伴い、当社連結子会社で

ある日本純薬㈱広野工場（福島県双葉郡広野町）は操業・出荷を停止しておりましたが、平成23年７月４日以降、

順次生産を再開しております。しかしながら、同工場における操業については、今後の余震、原子力発電所の動向等

によっては、依然として予断を許さない状況にあり、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそ

れがあります。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況 

当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日までの３か月間）における世界経済は、高い

経済成長を続ける新興国において金融引き締めを契機とした景気減速が懸念されはじめるとともに、欧州債務不安の

広がり、米国における景気回復の遅れなど、先行き不透明感が増す中で推移しました。日本経済は、３月11日に発生し

た東日本大震災の影響により国内の経済活動が深刻な打撃を受けるとともに、原油をはじめとした資源価格の高騰、

円高の進行、電力供給懸念の広がりなど、厳しい事業環境のうちに推移しました。

このような状況のもと当社グループは、アジア市場での拡販、継続的なコスト削減、原燃料価格の上昇に応じた製品

価格の是正などに積極的に取り組み、収益の確保に努めました。この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は398

億３千３百万円（前年同期比1.5%増収）、営業利益は48億７千３百万円（前年同期比9.7%減益）、経常利益は49億６

千万円（前年同期比4.7%減益）、四半期純利益は24億９千６百万円（前年同期比16.6％減益）となりました。

　

セグメントの業績は以下のとおりであります。

①基礎化学品事業

苛性ソーダおよび無機塩化物は、次亜塩素酸ソーダの需要が官公庁向けを中心に伸長しましたが、その他の製品は

震災の影響により需要が全般的に落ち込み、販売価格も下落基調で推移しました。無機高純度品は、震災影響による

主要顧客の生産調整を受け、液化塩化水素の出荷数量が落ち込みました。硫酸は、底堅い需要に支えられ販売数量が

増加しました。工業用ガスは、震災の影響により輸送用機器向けを中心とした需要が減少し、販売数量が落ち込みま

した。なお、本年４月よりヴイテック㈱から塩ビ樹脂製造設備を譲り受け、あらたに塩ビ樹脂の受託生産を開始した

ため、当該受託による新規販売分が売上高の増加に寄与しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は、133億３百万円（前年同期比13.7%増収）、営業利益は13億２千７百万円

（前年同期比31.7%減益）となりました。

②アクリル製品事業

アクリル酸エステルは、引き続きアジアを中心とした需給が逼迫し、市況の高騰が続くとともに、国内においても

原燃料価格の上昇に応じた製品価格の是正に努めたため、高い収益水準で推移しました。アクリル系ポリマーは、震

災の影響により関係会社の操業が一時的に停止したことにより出荷数量が落ち込みましたが、他工場での代替生産

や製品価格の是正に努め、収益を確保しました。高分子凝集剤は、官公需が低迷し原燃料価格も上昇したため、収益

が圧迫されました。光硬化型樹脂「アロニックス」は、前期好調に推移した電子材料分野向けの需要が落ち込み、販

売数量が減少しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は149億４千３百万円（前年同期比6.9%減収）、営業利益は26億１千８百万

円（前年同期比4.9%増益）となりました。

③機能製品事業

接着剤は、一部製品の販売数量が減少したものの、一般用用途が安定した需要に支えられ、工業用用途も電子材料

向けの需要が伸長したため、総じて堅調に推移しました。建築・土木製品は、建築補修用途の販売数量が伸び悩みま

した。無機機能製品は、一部製品の出荷が伸び悩んだものの、抗菌剤、消臭剤を中心とした環境・アメニティ製品の

需要は堅調に推移しました。エレクトロニクス材料は、シリコン系高純度ガスの需要が堅調に推移したものの、販売

価格は下落基調で推移したため収益が圧迫されました。

これらの結果、当セグメントの売上高は、40億２千４百万円（前年同期比4.2%減収）、営業利益は８億９百万円

（前年同期比9.9%減益）となりました。
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④樹脂加工製品事業

管工機材製品は、主に住宅資材向けを中心に継手、マスの販売数量が増加しました。ライフサポート製品は、介護関

連製品の需要が底堅く推移したものの、日用雑貨品の販売数量が低迷しました。成形材は、エラストマーコンパウン

ドの出荷が堅調に推移しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は66億５千８百万円（前年同期比2.9%増収）、営業利益は２億２百万円（前

年同期比79.9%増益）となりました。

⑤その他の事業

新規製品の研究開発事業、設備等の建設および修繕事業、輸送事業、商社事業などにより構成される当セグメント

は、売上高は９億４百万円（前年同期比12.5%増収）、４千８百万円の営業損失となりました。

　

 (2)財政状態の分析

　総資産合計は、「受取手形及び売掛金」が減少しましたものの、「たな卸資産」や「現金及び預金」などの増加によ

り、前連結会計年度末に比べ４億６千６百万円、0.3％増加し、1,743億１千４百万円となりました。

　負債合計は、「短期借入金」の返済がありましたものの、「支払手形及び買掛金」などの増加により、前連結会計年

度末に比べ３億７百万円、0.6％増加し、491億２千７百万円となりました。

　純資産合計は、「自己株式」を取得しましたものの、「利益剰余金」などが増加しましたため、前連結会計年度末に

比べ１億５千９百万円、0.1％増加し、1,251億８千６百万円となり、自己資本比率は63.3％となりました。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、運転資本が減少しましたため、前年同期に比べ収入が６億８千６百万円増加

し、82億８千４百万円の収入となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定化債権が減少しましたため、前年同期に比べ支出が11億９百万円減少

し、17億８百万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出が増加しましたため、前年同期に比べ支出が７

億６千２百万円増加し、10億２千４百万円の支出となりました。 

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は245億４千８百万円となり、第１四半期連

結会計期間末に比べ54億１千５百万円の増加となりました。
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(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針の内容

　当社は、当社の企業価値が、「化学事業を通じてより多くの人々とより多くの幸福を分かち合う」という企業理念

に基づき、化学関連の事業を推進することにより、当社およびその子会社の株主・取引先・地域住民等のステーク

ホルダーの皆様の利益・幸せを実現していくことにその淵源を有することに鑑み、特定の者またはグループによる

当社の総議決権の20％以上に相当する議決権を有する株式の取得により、このような当社企業価値または株主の皆

様共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者またはグループは当社の財務および事業の方

針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令および定款によって許容される限度において、当社の企業

価値または株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じることを、その基本方針といたします。

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

　当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組みの一つとして、平成19年３月29日開催の第94回定時株主総会において、当社株式の大規模買付行為

に関する対応方針（買収防衛策）（以下「旧プラン」といいます）の導入について株主の皆様のご承認をいただ

いております。

　旧プランの有効期間は、平成22年３月31日までとなっておりますが、当社は、旧プラン導入以後の法令の改正、買収

防衛策に関する議論の動向等を踏まえ、平成22年２月12日開催の取締役会において、当社の財務および事業の方針

の決定を支配する者の在り方に関する基本方針(会社法施行規則第118条第３号柱書に定義されるものをいい、以下

「基本方針」といいます)を維持することを確認したうえで、平成22年３月30日開催の第97回定時株主総会（以下

「第97回総会」といいます）において、株主の皆様のご承認が得られることを条件に、旧プランに所要の変更を行

い、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）を継続することを決議し（以下、変更後のプラン

を「本プラン」といいます）、第97回株主総会において、本プランについて株主の皆様のご承認をいただきました。

また、本プランの継続に伴い、特別委員会委員として、北村康央、佐藤勝、花田文宏の３氏を選任いたしました。

　本プランの概要は、以下に記載のとおりです。

(a)本プランの導入の目的

　本プランは、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供および考慮・交渉のため

の期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断される

こと、取締役会が、当該大規模買付行為に対する賛否の意見または代替案を株主の皆様に対して提示すること、あ

るいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって基本方針に照らして不適切な

者（具体的には、本プランに違反をした大規模買付者およびこの者と一定の関係にある者等）によって当社の財

務および事業の方針の決定が支配されることを防止し、企業価値ないし株主共同の利益を確保・向上することを

目的として導入されたものです。

(b)本プランに基づく対抗措置の発動に係る手続

(イ) 対象となる大規模買付行為

　次の(ⅰ)もしくは(ⅱ)のいずれかに該当する行為（ただし、取締役会があらかじめ承認をした行為を除きま

す）またはその可能性のある行為がなされ、またはなされようとする場合に、本プランに基づく対抗措置が発

動される場合があります。

(ⅰ)当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の

買付けその他の取得

(ⅱ)当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有

割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得

(ロ) 大規模買付者に対する情報提供の要求

　大規模買付者には、大規模買付行為の開始に先立ち、意向表明書および大規模買付情報を提供していただき

ます。
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(ハ) 大規模買付者との交渉等

　取締役会は、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社のすべての株券等の買付けが行われる場

合には、60日間、それ以外の場合には、90日間の期間を、取締役会評価期間として設定し、当社の企業価値およ

び株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点から評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との

交渉を行うものとします。なお、当該取締役会評価期間は、必要な範囲内で最大30日間延長することができる

ものとします。

(二) 特別委員会の勧告および取締役会の決議

　特別委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合で、取締役会が

その是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後10営業日以内に当該違反が是正されない場合に

は、原則として、取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。

　他方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、特別委員会は、原則として、取締役会に対して、大規

模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告しますが、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、

当該大規模買付者がいわゆるグリーンメイラーである場合等一定の事情を有していると認められる者である

場合には、取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告します。

　取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動または不発動その他必要な決議を

行うものとします。

(c)本プランの特徴

(イ) 基本方針の制定

　本プランは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する「基本方針」を制定したう

えで、導入されたものです。

(ロ) 特別委員会の設置

　当社は、本プランの必要性および相当性を確保するために特別委員会を設置し、取締役会が対抗措置を発動

する場合には、その判断の公正を担保し、かつ、取締役会の恣意的な判断を排除するために、特別委員会の勧告

を最大限尊重するものとしています。

(ハ) 株主総会における本プランの承認

　本プランの法的安定性を高めるため、本プランにつきましては、第97回定時株主総会において本プランの継

続に関する承認議案の付議を通じて、株主の皆様のご意思を確認させていただいております。

(二) 適時開示

　取締役会は、本プラン上必要な事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、適時かつ

適切な開示を行います。

(ホ) 本プランの有効期間

　本プランの有効期間は、平成25年３月31日までとします。ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社

の取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、本プランはその時点で廃止されるものと

します。また、当社は、当社の取締役会において、企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点か

ら、必要に応じて本プランを見直し、または変更する場合があります。ただし、当社は、本プランの内容に重要

な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプランの導入に関する

承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議案につき、株主の皆様のご承認が得

られることを条件に効力を生じるものとします。

(d)株主の皆様への影響

(イ) 本プランの導入時に株主の皆様に与える影響

　本プランの導入時には、新株予約権の発行自体は行われません。したがいまして、本プランが本プラン導入時

に株主の皆様の権利および経済的利益に直接具体的な影響を与えることはありません。

(ロ) 新株予約権の発行時に株主および投資家の皆様へ与える影響

　取締役会が対抗措置として新株予約権の無償割当ての決議をした場合、基準日における最終の株主名簿に記

録された株主の皆様は、新株予約権の無償割当ての効力発生日に、当然に新株予約権者となります。そして、当

社が新株予約権を取得する場合、株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予

約権の取得の対価として、当社普通株式の交付を受けることになります。ただし、例外事由該当者につきまし

ては、その有する新株予約権が取得の対象とならないことがあります。
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③上記の取組みに対する取締役会の判断およびその判断にかかる理由

　当社は、前記②(a)記載のとおり、本プランは企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上という目的をもって導

入されたものであり、基本方針に沿うものと考えます。特に本プランは、(ⅰ)第97回定時株主総会において本プラン

の継続に関する承認議案の付議を通じて、株主の皆様のご意思を確認させていただいており、また、本プランの内容

に重要な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプランの導入に関す

る承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議案につき、株主の皆様のご承認が得られ

ることを条件に効力を生じるものとしている点において株主の皆様のご意思を重視していること、(ⅱ)対抗措置の

発動に際しては、必要に応じて、取締役会から独立した第三者的立場にある専門家の意見を取得できること、(ⅲ)独

立性の高い特別委員会の設置を伴うものであり、対抗措置の発動に際しては必ず特別委員会の勧告を経る仕組みと

なっているうえ、特別委員会は更に独立した第三者的立場にある外部専門家の意見を取得できること、(ⅳ)対抗措

置の発動または不発動その他必要な決議に関する判断の際に拠るべき基準が設けられていること等から、当社は、

本プランは当社の企業価値ないし株主共同の利益を損なうものではなく、当社の取締役の地位の維持を目的とする

ものではないと考えております。

(5)研究開発活動

  当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費の総額は11億４千６百万円であります。

  また、当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の状況のセグメントごとの変更内容は、次のとおりであり

ます。

　

基礎化学品事業

　当社グループの重点事業の一つである無機高純度品事業の研究開発の強化を図るため、従来、連結子会社の鶴見曹達

㈱で実施していた同分野の研究開発業務を本年４月から当社へ集約し、基礎化学品研究所を設立しました。これによ

りグループ内の経営資源の一元化に加え、当社の他の研究部門との一層の連携により、研究開発の効率化とスピード

アップを図り、無機高純度品事業の拡充に努めます。基礎化学品研究所では、エレクトロニクス分野をターゲットとし

た高純度のガス、アルカリ、酸に加え、高分子導電膜のエッチングシステムなどの研究開発を担っていきます。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 550,000,000

計 550,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 263,992,598 263,992,598
東京証券取引所

市場第一部　

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あり、単元株式数は1,000株で

あります。

計 263,992,598 263,992,598 ― ―

（2）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

（4）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日　　
― 263,992,598 ― 20,886 ― 18,031
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（6）【大株主の状況】

　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 12,755 4.83

株式会社三井住友銀行 東京都中央区丸の内一丁目１番２号 11,636 4.41

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 11,131 4.22

東亞合成取引先持株会 東京都港区西新橋一丁目14番１号 6,953 2.63

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 5,648 2.14

東亞合成グループ社員持株会 東京都港区西新橋一丁目14番１号 5,539 2.10

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

（常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）　

東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号

（東京都港区浜松町二丁目11番３号）　
5,000 1.89

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 4,258 1.61

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 3,944 1.49

三井生命保険株式会社

（常任代理人　日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社）　

東京都千代田区大手町二丁目１番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番11号）　
3,654 1.38

計 － 70,521 26.71

　（注）１．上記のほか、自己株式が19,758千株あります。

２．㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成20年12月１日付で提出された大量保有報告書の変更報告

書の写しにより同年11月24日付で㈱三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱、三菱ＵＦＪ証券㈱および

三菱ＵＦＪ投信㈱がそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として

は、各社の平成23年６月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 5,648 2.14

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 7,250 2.75

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 150 0.06

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 688 0.26　
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３．三井住友トラスト・ホールディングス㈱から平成23年４月７日付で提出された大量保有報告書の写しによ

り同年４月１日付で住友信託銀行㈱、中央三井アセット信託銀行㈱、中央三井アセットマネジメント㈱、日興

アセットマネジメント㈱およびＣＭＴＢエクイティインベストメンツ㈱がそれぞれ以下のとおり株式を保

有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、各社の平成23年６月30日現在の実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 6,347 2.40

中央三井アセット信託銀行

株式会社
東京都港区芝三丁目23番１号 4,209 1.59

中央三井アセットマネジメン

ト株式会社
東京都港区芝三丁目23番１号 277 0.10

日興アセットマネジメント

株式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号

ミッドタウン・タワー　
339 0.13

ＣＭＴＢエクイティインベス

トメンツ株式会社
東京都港区芝三丁目33番１号 3,026 1.15
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（7）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年６月30日現在

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式 ― ― ―

 議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

 議決権制限株式（その他） ― ― ―

 完全議決権株式（自己株式等）

 

 （自己保有株式） 

 普通株式

19,758,000 

―　　
権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式

 （相互保有株式）

 普通株式

369,000 

― 同上

 完全議決権株式（その他）
 普通株式

240,649,000 
 240,649 同上

 単元未満株式
 普通株式

3,216,598 
― 同上

 発行済株式総数  263,992,598 ― ―

 総株主の議決権 ―  240,649 ―

（注）１　「単元未満株式」の中には、東洋電化工業㈱所有の相互保有株式２株、および当社実所有の自己株式971株が

含まれております。なお、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有していない株式(名義書換失

念株)が565株あります。

２　「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」の中には、証券保管振替機構名義の株式が11千株(議決

権11個)および634株含まれており、株主名簿上は当社子会社鶴見曹達㈱名義となっていますが実質的には所

有していない株式が１千株(議決権１個)および817株含まれております。

３　「完全議決権株式（その他）」の中には、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的には所有していな

い株式（名義書換失念株）が１千株（議決権１個）含まれております。

②【自己株式等】

　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数の

合計(株)

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

東亞合成㈱　　  　（注）

東京都港区西新橋

一丁目14番１号
19,758,000 ― 19,758,000 7.48

(相互保有株式)

東洋電化工業㈱

高知市萩町

二丁目２番25号
369,000 ― 369,000 0.14

計 ― 20,127,000 ― 20,127,000 7.62

（注）　　このほか、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有していない株式(名義書換失念株)１千株(議

決権１個)が、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成23年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 413 425 437 445 435 414

最低（円） 382 396 305 401 392 380

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）および前第２四半期連結累計期

間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連

結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日

から平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）および前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表ならびに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）および当第

２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本

有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,016 14,055

受取手形及び売掛金 43,364 44,495

有価証券 9,000 9,000

たな卸資産 ※1
 17,729

※1
 15,710

繰延税金資産 1,064 1,031

その他 856 1,253

貸倒引当金 △89 △108

流動資産合計 87,941 85,438

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 18,842

※2
 19,230

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 16,590

※2
 17,317

工具、器具及び備品（純額） ※2
 2,469

※2
 2,616

土地 16,858 16,859

リース資産（純額） ※2
 228

※2
 248

建設仮勘定 4,816 4,259

有形固定資産合計 59,806 60,530

無形固定資産

のれん ※3
 80

※3
 241

リース資産 7 9

その他 974 1,043

無形固定資産合計 1,062 1,294

投資その他の資産

投資有価証券 14,127 13,889

長期貸付金 12 23

固定化債権 7,995 8,753

前払年金費用 2,155 1,987

繰延税金資産 5,694 4,948

その他 1,302 2,765

貸倒引当金 △5,782 △5,782

投資その他の資産合計 25,504 26,583

固定資産合計 86,372 88,408

資産合計 174,314 173,847
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 16,689 14,828

短期借入金 6,747 7,481

リース債務 94 89

未払法人税等 4,455 5,012

繰延税金負債 0 0

賞与引当金 23 67

その他の引当金 5 5

その他 10,160 9,483

流動負債合計 38,176 36,968

固定負債

長期借入金 5,623 6,020

リース債務 153 180

繰延税金負債 49 976

退職給付引当金 548 540

役員退職慰労引当金 32 32

その他 4,544 4,101

固定負債合計 10,951 11,851

負債合計 49,127 48,820

純資産の部

株主資本

資本金 20,886 20,886

資本剰余金 15,089 15,088

利益剰余金 80,814 77,131

自己株式 △6,250 △2,955

株主資本合計 110,539 110,151

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,237 1,499

為替換算調整勘定 △1,449 △1,367

評価・換算差額等合計 △212 131

少数株主持分 14,859 14,743

純資産合計 125,186 125,027

負債純資産合計 174,314 173,847
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 75,853 78,474

売上原価 51,345 53,906

売上総利益 24,507 24,568

販売費及び一般管理費 ※1
 14,389

※1
 14,228

営業利益 10,118 10,340

営業外収益

受取利息 53 51

受取配当金 180 217

持分法による投資利益 203 216

その他 169 282

営業外収益合計 606 768

営業外費用

支払利息 115 105

環境整備費 345 247

遊休設備費 58 53

浚渫費用 － 87

その他 187 102

営業外費用合計 707 597

経常利益 10,017 10,510

特別利益

固定資産売却益 1 －

投資有価証券売却益 12 －

移転補償金 － 89

特別利益合計 14 89

特別損失

固定資産処分損 112 267

減損損失 194 355

貸倒引当金繰入額 7 －

投資有価証券評価損 45 69

災害による損失 － ※2
 415

特別損失合計 359 1,109

税金等調整前四半期純利益 9,672 9,490

法人税等 ※3
 3,722

※3
 3,221

少数株主損益調整前四半期純利益 － 6,269

少数株主利益 360 434

四半期純利益 5,588 5,835
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 39,227 39,833

売上原価 26,551 27,716

売上総利益 12,676 12,116

販売費及び一般管理費 ※1
 7,281

※1
 7,242

営業利益 5,394 4,873

営業外収益

受取利息 23 25

受取配当金 135 162

持分法による投資利益 97 104

その他 106 183

営業外収益合計 362 475

営業外費用

支払利息 65 47

為替差損 99 57

環境整備費 320 117

遊休設備費 31 26

浚渫費用 － 87

その他 34 51

営業外費用合計 551 388

経常利益 5,205 4,960

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 12 －

移転補償金 － 89

特別利益合計 12 89

特別損失

固定資産処分損 79 91

減損損失 194 355

貸倒引当金繰入額 7 －

投資有価証券評価損 8 62

災害による損失 － ※2
 328

特別損失合計 290 838

税金等調整前四半期純利益 4,927 4,211

法人税等 ※3
 1,846

※3
 1,522

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,688

少数株主利益 87 192

四半期純利益 2,993 2,496
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,672 9,490

減価償却費 4,236 4,286

減損損失 194 355

のれん償却額 161 161

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 △19

退職給付引当金の増減額（△は減少） △14 △160

その他の引当金の増減額（△は減少） △166 △44

受取利息及び受取配当金 △233 △269

支払利息 115 105

為替差損益（△は益） 71 30

持分法による投資損益（△は益） △203 △216

移転補償金 － △89

固定資産処分損益（△は益） 112 267

投資有価証券評価損益（△は益） 45 69

災害損失 － 415

売上債権の増減額（△は増加） △722 1,129

たな卸資産の増減額（△は増加） △159 △2,034

仕入債務の増減額（△は減少） △868 1,860

その他 3,006 2,486

小計 15,255 17,827

利息及び配当金の受取額 447 491

利息の支払額 △133 △140

移転補償金の受取額 － 97

災害損失の支払額 － △281

法人税等の支払額 △1,702 △4,930

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,867 13,064

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 － △678

有形固定資産の取得による支出 △5,488 △4,647

固定化債権の増減額（△は増加） △87 758

その他 △190 △355

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,766 △4,923

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 259 △750

長期借入金の返済による支出 △399 △396

自己株式の売却による収入 2 3

自己株式の取得による支出 △32 △3,297

リース債務の返済による支出 △38 △46

配当金の支払額 △756 △1,385

少数株主への配当金の支払額 △214 △322

少数株主からの払込みによる収入 48 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,132 △6,196

現金及び現金同等物に係る換算差額 △103 △84

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,864 1,859

現金及び現金同等物の期首残高 12,387 22,689

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 19,252

※1
 24,548
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

 １　会計処理基準に関する事項の変更 (1）資産除去債務に関する会計基準の適用 

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

　　これに伴う損益に与える影響はありません。

(2）持分法に関する会計基準および持分法適用関連会社の会計処理に関する

　

　　当面の取扱いの適用

　　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号　平成20年３月10日公表分）および「持分法適用関連会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）

を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　　これにより、期首の利益剰余金を765百万円減額しておりますが、損益に与

える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めていた「投資有価証券の

取得による支出」は重要性が増したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしております。なお、前第

２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれる「投資有価証券の取得による支

出」は△６百万円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。　　

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

（法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算出方法）

　法人税等の算定に関しては、加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化があるか、または、

一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度末決算において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１　たな卸資産の内訳 ※１　たな卸資産の内訳

商品及び製品（半製品を含む。） 12,146百万円

仕掛品 434

原材料及び貯蔵品 5,147

計 17,729

商品及び製品（半製品を含む。） 10,380百万円

仕掛品 461

原材料及び貯蔵品 4,869

計 15,710

※２　有形固定資産の減価償却累計額　

167,715百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額　　 　     　　　　　　

164,755百万円

※３　のれんおよび負ののれんの表示

　　　のれんおよび負ののれんは相殺しており、相殺前の

　　金額は以下の通りです。

※３　のれんおよび負ののれんの表示

　　　のれんおよび負ののれんは相殺しており、相殺前の

　　金額は以下の通りです。

のれん 81百万円

負ののれん △0

差引 80

 

のれん 243百万円

負ののれん △1

差引 241

 

　４　保証債務 　４　保証債務

北陸液酸工業㈱ 金融機関等

借入保証

165百万円

従業員 〃 8

東海共同発電㈱ 〃 0

計  174

北陸液酸工業㈱ 金融機関等

借入保証

165百万円

従業員 〃 9

東海共同発電㈱ 〃 0

計  174

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。 

運送費 5,286百万円

従業員給与  2,767 

退職給付費用 274 

　

　

─────

　

　

　

　

　

　

　

※３  税金費用

法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。 

運送費 4,692百万円

従業員給与  2,355 

従業員賞与　 970　

退職給付費用 259 

　

※２　災害による損失は東日本大震災による損失額であり、

内訳は次の通りであります。

固定資産およびたな卸資産の滅失損失 19百万円

原状回復費用等 163 

操業休止期間中の固定費 205　

その他 27 

計 415 

 　

※３  税金費用

法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。　
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。 

運送費 2,660百万円

従業員給与  1,436 

退職給付費用  137 

　

　

─────

　

　

　

　

　　

　

　

※３  税金費用

法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。 

運送費 2,357百万円

従業員給与  1,192 

従業員賞与 479 

退職給付費用  129 

　

※２　災害による損失は東日本大震災による損失額であり、

内訳は次の通りであります。

固定資産およびたな卸資産の滅失損失 14百万円

原状回復費用等 133 

操業休止期間中の固定費 154　

その他 25 

計 328 

　

※３  税金費用

法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　 　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　　（平成22年６月30日）

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　 　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　　（平成23年６月30日）

現金及び預金勘定 19,647百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △395  

現金及び現金同等物 19,252 

 

現金及び預金勘定 16,016百万円

有価証券勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

9,000

△467
　

現金及び現金同等物 24,548 
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）および当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　

至　平成23年６月30日）

１．発行済株式の種類および総数

  普通株式        　　　　　　263,992千株

 

２．自己株式の種類および株式数

  普通株式　　　　　　　　　　 19,758千株 

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額
 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月30日

第98回定時株主総会
普通株式 1,387 5.50平成22年12月31日平成23年３月31日利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

　　　末日後となるもの 

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月４日

取締役会
普通株式 1,221 5.00平成23年６月30日平成23年９月６日 利益剰余金

　

４．株主資本の金額の著しい変動

自己株式の取得

　平成23年２月10日開催の取締役会決議に基づき、平成23年２月14日から平成23年６月30日の期間に市場買付

けにより、自己株式8,000千株、3,280百万円を取得しました。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 
基礎化学品
（百万円）

アクリル
製品

（百万円）

機能製品
（百万円）

樹脂加工
製品

（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去または
全社

（百万円）

連結
（百万円）

 売上高 　        

(1）外部顧客に対する売上高 12,00216,2034,2286,471 322 39,227 － 39,227

(2）

 

セグメント間の内部売上

高または振替高
68 9 128 16 1,5801,803(1,803) －

 計 12,07116,2124,3566,4881,90241,030(1,803) 39,227

 
営業利益または

営業損失（△）
1,9642,498 925 113 △70 5,432 (37) 5,394

 （注）１  事業区分は製品の種類、事業の内容等により、「基礎化学品事業」、「アクリル製品事業」、「機能製品事

業」、「樹脂加工製品事業」、「その他の事業」に区分しております。

       ２  各区分に属する主要な製品 

事業区分 主要製品

基礎化学品事業

 

苛性ソーダ、苛性カリ、液体塩素・塩酸などの無機塩化物、無機高純度品、

硫酸、工業用ガス等

アクリル製品事業

 

アクリル酸、アクリル酸エステル、アクリル系ポリマー、高分子凝集剤、

光硬化型樹脂等

機能製品事業 接着剤、無機機能材料、エレクトロニクス材料、建築・土木製品等

樹脂加工製品事業

 

下水道関連製品、電力・通信関連製品、介護関連製品、環境保全関連製品、

エラストマーコンパウンド等

その他の事業 企画開発品、不動産仲介等

３  各区分に属する主要な製品の見直し 

　　　 第１四半期連結会計期間において組織変更を実施し、各事業区分に属する主要な製品の再編を行いまし

　　 た。これに伴い、従来「アクリル製品事業」に属していた建築・土木製品を「機能製品事業」に、「機能製品

　　 事業」に属していた光硬化型樹脂を「アクリル製品事業」に変更しております。
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　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 
基礎化学品
（百万円）

アクリル
製品

（百万円）

機能製品
（百万円）

樹脂加工
製品

（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去または
全社

（百万円）

連結
（百万円）

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 23,83329,6388,42213,367 591 75,853 － 75,853

(2）

 

セグメント間の内部売上

高または振替高
130 25 260 49 3,0543,519(3,519) －

 計 23,96329,6648,68213,4173,64579,373(3,519) 75,853

 
営業利益または

営業損失（△）
3,5854,1871,862 692 △162 10,165

(47)　　　　　

　　　　　　　　　

　　　

　10,118

 （注）１  事業区分は製品の種類、事業の内容等により、「基礎化学品事業」、「アクリル製品事業」、「機能製品事

業」、「樹脂加工製品事業」、「その他の事業」に区分しております。

       ２  各区分に属する主要な製品 

事業区分 主要製品

基礎化学品事業

 

苛性ソーダ、苛性カリ、液体塩素・塩酸などの無機塩化物、無機高純度品、

硫酸、工業用ガス等

アクリル製品事業

 

アクリル酸、アクリル酸エステル、アクリル系ポリマー、高分子凝集剤、

光硬化型樹脂等

機能製品事業 接着剤、無機機能材料、エレクトロニクス材料、建築・土木製品等

樹脂加工製品事業

 

下水道関連製品、電力・通信関連製品、介護関連製品、環境保全関連製品、

エラストマーコンパウンド等

その他の事業 企画開発品、不動産仲介等

３  各区分に属する主要な製品の見直し 

　　　 第１四半期連結会計期間において組織変更を実施し、各事業区分に属する主要な製品の再編を行いまし

　　 た。これに伴い、従来「アクリル製品事業」に属していた建築・土木製品を「機能製品事業」に、「機能製品

　　 事業」に属していた光硬化型樹脂を「アクリル製品事業」に変更しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 
日本

（百万円）
日本以外
（百万円）

 計
 （百万円）

消去または全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 35,004 4,223 39,227 － 39,227

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
532 980 1,513 (1,513) －

計 35,537 5,204 40,741 (1,513) 39,227

営業利益 4,397 1,025 5,422 (27) 5,394

 （注）１　国または地域の区分は地理的近接度によっておりますが、全セグメントの売上高の10％以上でありますセグメ

ントが存在しないため、日本以外の全てのセグメントを「日本以外」として一括表記しております。

       ２　日本以外の区分に属する主な国または地域

           日本以外　　：シンガポール、アメリカ、中国、台湾

       ３　「消去または全社」に記載された金額および主な内容は、セグメント間の内部取引となります。

        

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 
日本

（百万円）
日本以外
（百万円）

 計
 （百万円）

消去または全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 68,385 7,468 75,853 － 75,853

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
834 1,803 2,637 (2,637) －

計 69,219 9,271 78,490 (2,637) 75,853

営業利益 8,629 1,538 10,167 (48) 10,118

 （注）１　国または地域の区分は地理的近接度によっておりますが、全セグメントの売上高の10％以上でありますセグメ

ントが存在しないため、日本以外の全てのセグメントを「日本以外」として一括表記しております。 

       ２　日本以外の区分に属する主な国または地域

           日本以外　　：シンガポール、アメリカ、中国、台湾

       ３　「消去または全社」に記載された金額および主な内容は、セグメント間の内部取引となります。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 6,628 751 490 96 7,966

Ⅱ　連結売上高（百万円）     39,227

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
16.9 1.9 1.2 0.2 20.3

　（注）１　国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

アジア：インド、中国、台湾

北米　：アメリカ

欧州　：ドイツ、ポーランド

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 11,585 1,378 988 301 14,253

Ⅱ　連結売上高（百万円）     75,853

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
15.3 1.8 1.3 0.4 18.8

　（注）１　国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

アジア：インド、中国、台湾

北米　：アメリカ

欧州　：ドイツ、ポーランド

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、製品・サービス別に事業部門が構成され、当社事業部および子会社が取り扱う製品・サー

ビスについて国内および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、経済的特徴や製品の性質、

サービスの内容等が概ね類似しているものを集約した「基礎化学品事業」、「アクリル製品事業」、「機能

製品事業」、「樹脂加工製品事業」の４つを報告セグメントとしております。　

各報告セグメントに属する主要製品 

報告セグメント 主要製品

基礎化学品事業

 

苛性ソーダ、苛性カリ、液体塩素・塩酸などの無機塩化物、無機高純度品、

硫酸、工業用ガス等

アクリル製品事業

 

アクリル酸、アクリル酸エステル、アクリル系ポリマー、高分子凝集剤、

光硬化型樹脂等

機能製品事業 接着剤、無機機能材料、エレクトロニクス材料、建築・土木製品等

樹脂加工製品事業

 

管工機材関連製品、ライフサポート関連製品、成形材関連製品、

環境ビジネス関連製品

　

２．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

　当第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年６月30日）   　　　　　　（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

基礎化学品
事業

アクリル
製品事業

機能製品
事業

樹脂加工
製品事業

計

売上高          

外部顧客への

売上高
24,09630,7988,08413,80176,7811,69378,474 － 78,474

セグメント間
の内部売上高
または振替高

62 2 198 5 2693,5633,832△3,832 －

計 24,15930,8008,28213,80777,0505,25682,307△3,83278,474

セグメント利益

またはセグメン

ト損失（△）　

2,727 5,4551,541 78310,507△15610,351△11 10,340

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規製品の研究開発　

　　　　

        事業、設備等の建設および修繕事業、輸送事業、商社事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去によるものです。

　　　３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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　当第２四半期連結会計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）   　　　    　（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

基礎化学品
事業

アクリル
製品事業

機能製品
事業

樹脂加工
製品事業

計

売上高          

外部顧客への

売上高
13,30314,9434,0246,65838,92990439,833 － 39,833

セグメント間
の内部売上高
または振替高

23 0 90 4 1192,1072,226△2,226 －

計 13,32614,9444,1146,66239,0483,01142,059△2,22639,833

セグメント利益

またはセグメン

ト損失（△）　

1,327 2,618 809 2024,958△48 4,910△36 4,873

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規製品の研究開発　

　　　　

        事業、設備等の建設および修繕事業、輸送事業、商社事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去によるものです。

　　　３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　当第２四半期連結会計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）

（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　「基礎化学品事業」セグメントにおいて、355百万円（有形固定資産205百万円、撤去費用150百万円）の減損

損失を計上しております。

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

　　　著しい変動がないため記載しておりません。 

　

（有価証券関係）

著しい変動がないため記載しておりません。 

 

（デリバティブ取引関係）

著しい変動がないため記載しておりません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　　　該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

　　　著しい変動がないため記載しておりません。

　

（リース取引関係）

著しい変動がないため記載しておりません。
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（１株当たり情報）

 １．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 451.73円 １株当たり純資産額 437.17円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円）   125,186 125,027

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
14,859 14,743

（うち少数株主持分） (14,859) (14,743)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円）
110,326 110,283

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

末（期末）の普通株式の数（千株）
244,233 252,267

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 22.15円 １株当たり四半期純利益金額 23.58円

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

       ２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 5,588 5,835

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 5,588 5,835

期中平均株式数（千株） 252,353 247,429

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11.86円 １株当たり四半期純利益金額 10.21円

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

       ２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 2,993 2,496

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,993 2,496

期中平均株式数（千株） 252,332 244,491
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

（アロン化成株式会社の完全子会社化）

　当社および連結子会社であるアロン化成㈱（以下「アロン化成」といいます。）は、平成23年２月10日開催の両社取締役

会決議に基づき、当社を株式交換完全親会社、アロン化成を株式交換完全子会社とする株式交換契約を締結いたしました。

　本株式交換は、当社については、会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続により株主総会の承認を受け

ずに行い、アロン化成については、平成23年３月25日に開催の同社定時株主総会において株式交換契約の承認が決議され

ました。

　これにより、平成23年７月１日を効力発生日として株式交換を実施し、当社はアロン化成の完全親会社となり、完全子会

社となるアロン化成の株式は、平成23年６月28日に上場廃止となりました。

１．結合当事企業の名称およびその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業の名称およびその事業の内容

　　結合企業（株式交換完全親会社）

　　　名称　東亞合成株式会社

　　　事業の内容　基礎化学品、アクリル製品、機能製品等の製造および販売

　　被結合企業（株式交換完全子会社）

　　　名称　アロン化成株式会社

　　　事業の内容　合成樹脂製品等の加工および販売

(2)企業結合日

　平成23年７月１日

(3)企業結合の法的形式

　株式交換

(4)取引の目的を含む取引の概要

　アロン化成の完全子会社化によって、より迅速な経営判断と機動的な事業運営を可能とし、研究・技術開発・営業開発・

製造技術・管理体制の面での当社との情報の共有化や、より緊密な経営資源の連携により、事業の拡大と運営の効率化を

図ることを目的とし、当社を株式交換完全親会社、アロン化成を株式交換完全子会社とする株式交換を行いました。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準　共通支配下の取引等の会計処理」に基づき会計処理を行っております。

３．子会社株式の追加取得に関する事項

(1)取得原価およびその内訳

　　取得の対価（当社普通株式）　　7,866百万円

　　取得に直接要した支出　　　　　　 59百万円

　　取得原価　　　　　　　　　　　7,925百万円

(2)株式の種類別の交換比率およびその算定方法ならびに交付株式数

　①株式交換比率

　　普通株式　当社　１　：　アロン化成　１．２５

②株式交換比率の算定方法

　株式交換の株式交換比率については、その公正性・妥当性を確保するため、当社は大和証券キャピタル・マーケッツ㈱

（以下「大和証券ＣＭ」といいます。）を、アロン化成はプライスウォーターハウスクーパース㈱（以下「ＰｗＣ」とい

います。）を、それぞれの第三者算定機関に選定いたしました。

　大和証券ＣＭは、当社およびアロン化成の両社について、市場株価法およびディスカウンテッド・キャッシュフロー法

を採用して算定を行いました。一方、ＰｗＣは、当社およびアロン化成の両社について、市場株価基準方式およびディスカ

ウンテッド・キャッシュフロー方式を採用して株式交換比率の算定を行いました。これらの算定結果を参考に、両社間で

協議し、株式交換比率を決定いたしました。

③交付株式数

　普通株式　19,471,665株（うち、自己株式割当交付数19,471,665株）

(3)発生した負ののれんの金額および発生原因

　①発生した負ののれんの金額　3,080百万円

　②発生原因

　　子会社株式の追加取得分の取得原価と当該追加取得に伴う少数株主持分の減少額との差額によるものであります。　
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２【その他】

  平成23年８月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（1）中間配当による配当金の総額　　　　　　…1,221百万円

　（2）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　…５円

　（3）支払請求の効力発生日および支払開始日　…平成23年９月６日

（注）　平成23年６月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。　 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月９日

　東亞合成株式会社

　取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長田　清忠　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池内　基明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　力夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亞合成株式会社の

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亞合成株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月10日

　東亞合成株式会社

　取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　　彰　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池内　基明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　力夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亞合成株式会社の

平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年

６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亞合成株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報　

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成23年７月１日を効力発生日として株式交換を実施し、アロン化成株

式会社を完全子会社としている。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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